


















This article examines changes and continuity of the mechanism of political compromises on 
the EU’s Lisbon Strategy, which was originally composed of two main fields : （1） Economic 
Growth & Competitiveness ﬁ eld and （2） “Modernization of European Social Model” ﬁ eld.　The 
changes of balance of these two ﬁ elds and political compromises logic were found through 10 
years of Lisbon Strategy.　I proceed with the analysis along 3 Phases. In Phase Ⅰ （2000-02）, I 
observe strong left ideological politics was operated by French Jospin administration.　Phase Ⅱ 
（02-04） saw the turn of more right oriented neo-liberalism. In Phase Ⅲ （05-09）, accomplishment 
of neo-liberal institutional structure appeared that almost all of national administrations in the 
EU accepted and agreed on the neo-liberalism.　However, at more foundational sphere, varieties 
of welfare and labor institutions （or social models） among member states showed stickiness of 
this substantial problem about the varieties of European social models.
＊駒沢女子大学 非常勤講師
１典型例としては Claudio M.Radaelli, The Open Method of Coordination : A new governance architecture for the European 
Union ? （Swedish Institute for European Policy Studies, Rapport nr1, March 2003）OMC への客観的視座を有する例外的な
初期の研究としては Daniel Wincott, “Beyond Social Regulation ? New Instruments and/or a new agenda for social policy at 
Lisbon ?,”  Public Administration, 81-3（2003）, pp. 533-553.




Changes and Continuity of Political Compromises in the EU:



































































２例えば、欧州委員会のリスボン戦略評価文書である SEC （2010） 114 
３リスボン戦略はⅥ章構成のリスボン欧州理事会議長総括のⅠ章「雇用、経済改革、社会的結束」で記述された。その本体は








































































































































７Presidency Conclusions 7-9 DECEMBER 2000 ANNEX1
８リスボン欧州理事会議長総括で「男女合計で当時61%から10年迄に70%にできる限り近づけ、女性は当時51%から10年迄に60%
超」と、初めて EU として明示的な雇用率数値目標が示されたが、それが次期 EES の目標に組み込まれて積極的労働政策路線
をより強化した。
９Presidency Conclusions 23-24 MARCH 2001 para. 26-27
10Council Decision of 18 February 2002 （2002/177/EC）




























































1399年５月策定の金融サービス行動計画（Financial Services Action Plan : FSAP）により05年迄に金融サービス域内市場統合が
目指されていた。





援するという契機」のうち前者が前面に出る路線を想定している。Torben Iversen and Anne Wren, “Equality, Employment, 


























年４月を設定し、EES を BEPGs に合わせると
した。同時に、両者とも、基本条約規定に則り
従来通り毎年各々別個に採択するが、３年間は








































16Presidency Conclusions 15-16 MARCH 2002 para. 47
17COM （2002） 487
18Council Decision of 22 July 2003 （2003/578/EC）
19Presidency Conclusions 20-21 MARCH 2003 para. 44
20Jobs,Jobs,Jobs Creating more employment in Europe : Report of the Employment Taskforce, November 2003
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22Presidency Conclusions 25-26 MARCH 2004 para. 48










No. 1－16が BEPGs、No. 17－24が雇用ガイド












が、EES では毎年 NAP による計画・報告提出
があった為、統合ガイドラインでの EES との
接合に乗じて、BEPGs にも計画・報告が課さ










































25COM （2005） 141 INTEGRATED GUIDELINES FOR GROWTH AND JOBS （2005-2008）
26このような OMC を通じた事実上の超国家性増大に対して、後に欧州議会が危惧を表明する決議を採択している。European 


































































28仏独の90年代から04年の福祉・労働制度改革は Mark I. Vail, “The Myth of the Frozen Welfare State and the Dynamics of 
Contemporary French and German Social-Protection Reform,” French Politics, Vol. 2 （2004）, pp. 151-183. を参照。ハルツ法
の分析は Achim Kemmerling and Oliver Bruttel, “‘New Politics’  in German Labour Market Policy ? The Implications of the 
Recent Hartz Reforms for the German Welfare State,” West European Politics, 29-1 （January 2006）,pp. 90-112. を参照。さら
に仏独での労働市場の2層化進展につき Bruno Palier and Kathleen Thelen,“Institutionalizing Dualism: Complementarities and 
Change in France and Germany,” Politics & Society, 38-1 （2010）, pp. 119-148. を参照。
29André Sapir, “Globalisation and the Reform of European Social Models,”（Background document for the presentation at 


























































非典型雇用を増加させる労働市場改革を行わせ、翌06年初には初期雇用契約（Contrat première embauche : CPE）導入を図
る等、リスボン戦略から見て正しいとされる努力は継続した。しかし CPE は若年者デモの強烈な反発で失敗し、前政権外相時
のイラク攻撃反対国連演説で名声を得ていたド・ビルパンへの国民的評価も下がる結果となった。











































度以降一貫してきた EES の BEPGs への従属
関係が逆転したことを意味する。
　ガイドライン数は10に絞られ、No. 1－6が
BEPGs、No. 7－10が EES と さ れ た。BEPGs
では構造改革や域内市場への言及が消失した。
EES ではフレクシキュリティ推進の根拠だっ




















36EUROPEAN COUNCIL 25-26 MARCH 2010 Conclusions para. 5b）
37Ibid. para. 6f）
38EUROPEAN COUNCIL 17 JUNE 2010 Conclusions ANNEX1
39SEC （2010） 488 ﬁ nal Recommendation for a COUNCIL RECOMMENDATION of 27. 4. 2010 on broad guidelines for the 
economic policies of the Member States and of the Union Part I of the Europe 2020 Integrated Guidelines {COM （2010） 193 
ﬁ nal}
40COM （2010） 193 ﬁ nal 2010/0115 （NLE） Proposal for a COUNCIL DECISION on guidelines for the employment policies of 
the Member States Part II of the Europe 2020 Integrated Guidelines{SEC（2010） 488 ﬁ nal}
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確ではない。むしろ①は特に域内市場面を基軸
に英伊スペイン等が推進する一方、②は仏ジョ
スパン政権を中心に従来の EES の修正を試み
るというように、両勢力が志向性は逆でありな
がら、①と②の間で分業的な運営がなされた。
これがこの時期の政治的妥協のロジックであっ
た。
　第Ⅱ期は、新自由主義が隆盛する時期であり、
政治的妥協というよりも、それが言説の駆使と
ともに制度的に構築・強化されていくロジック
を主にリスボン戦略のサイクル連動のあり方を
描きつつ明らかにした。①と②の比重では①に
傾倒していった時期である。②に定位されたは
ずの EES が、第Ⅰ期で刻印された「雇用の質」
要素が概念操作とともに希釈されつつ、BEPGs
に合わせて同期化されたことで①への絡め取り
が進行した。また、②の社会保護と社会的包摂
に医療・高齢者介護を加え、それらの OMC 間
での同期化が計画されたものの、BEPGs と
EES との連動からは分離する形とされ、独自
の周辺的分野へと押しやられて「社会面の
OMC」等と名指しされつつ、EES の①への絡
め取りで縮小した②を残余的に代表した。しか
し、その残余的な②においても「社会保護」で
ある年金と医療・高齢者介護は、財政負担に影
響する監視対象だからこそ、また、ハッカー
（Jacob S Hacker）が言う「制度併設」的な民
間金融サービス導入により公的・職域年金等の
実質的縮減を狙う利益集団への正当性を付与す
る情報提供ツールと理解されていたとすれば ｢
社会保護｣ ですら①に絡め取られていた。それ
が①の域内市場面で、第Ⅰ期から構想された金
融サービス行動計画から繰り出される指令案の
背景で結びついていたと推察される。同じく第
Ⅰ期で構想された域内市場サービス指令案の提
案のインパクトが EU レベルで①の域内市場面
を活性化させ、SGP 基準違反した仏独ではそ
の是正のために新自由主義的政策が迫られた。
　第Ⅲ期は、後期リスボン戦略とともに前面に
打ち出された統合ガイドラインにより新自由主
義的な経済ガバナンス体制が制度上完成し、当
初リスボン戦略の①と②は、①が統合ガイドラ
インとして体現されて君臨する一方、それに残
余的な「社会面の OMC」が付加された構図へ
と変容した。しかし、より基底的な部分で、第
Ⅱ期の SGP 違反問題を契機とした、リスボン
戦略との間で齟齬を生じる加盟国間の福祉国家
制度・労働法制の差異への認識が高まっており、
この問題は「非決定」による政治的妥協が図ら
れた。この政治的妥協のロジックは第Ⅰ期とは
本質的に次元が変わって各国間での制度の差異
が対立軸を規定しており、それが持続的で解決
困難だからこそ EU 政治アリーナでの議題とし
て忌避する選択が行われた。その後、統合ガイ
ドラインを軸に経済成長・競争力向上を追求す
る為の方策は、域内市場サービス自由化と研究
開発投資振興と雇用流動化の３点セットだった
が、域内市場サービス指令失敗以降の域内市場
の行き詰まりと研究開発投資不活性という条件
下で、結果的に雇用流動化だけに頼らざるをえ
なかった。さりとて「非決定」を経て基底的な
対立軸が加盟国間の福祉国家制度・労働法制の
差異へと推移していたから、それに配慮する形
で４類型別改革方策を伴いつつフレクシキュリ
ティ言説を前面に出す雇用流動化が試みられた。
しかし、それも進展を見ず終息したことは、リ
スボン戦略に沿う漸進的な改革だけでは加盟国
間での粘着的な制度の差異が短期には収斂しえ
ず、その対立軸としての強固な持続性を露呈し
たのだった。
　10年策定の EUROPE 2020では、その統合ガ
イドラインがリスボン戦略時と中身が逆転する
形で変容し、積極的労働政策のニュアンスが後
退しつつ雇用重視の構成となり、初めて社会的
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包摂も加わった。SGP との連携が視野に入り
始めたが故に BEPGs はライトなもので妥協さ
れたとの解釈も可能だが、経済不況からの出口
戦略を語ることができる加盟国でも恐らくは
job quality を損ねた雇用増大によりそれが可
能となっている状況の問題意識が反映されたも
のと評価できる。少なくとも新自由主義的な色
彩は EUROPE 2020の統合ガイドラインでは希
釈されたと判断できるが、それでも福祉国家制
度・労働法制の差異は持続しているのであり、
EUROPE 2020で簡潔かつ中身の性質が変容し
た統合ガイドラインにそれへの処方箋が反映さ
れたわけではないことは強調しておきたい。
